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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第１区分
【発行日】平成25年6月20日(2013.6.20)

【公表番号】特表2012-527622(P2012-527622A)
【公表日】平成24年11月8日(2012.11.8)
【年通号数】公開・登録公報2012-046
【出願番号】特願2012-511973(P2012-511973)
【国際特許分類】
   Ｇ０１Ｎ  33/53     (2006.01)
   Ｇ０１Ｎ  33/543    (2006.01)
   Ｇ０１Ｎ  37/00     (2006.01)
   Ｇ０１Ｎ  27/447    (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０１Ｎ  33/53    　　　Ｄ
   Ｇ０１Ｎ  33/543   ５７５　
   Ｇ０１Ｎ  37/00    １０１　
   Ｇ０１Ｎ  27/26    ３１５Ｋ
   Ｇ０１Ｎ  27/26    ３３１Ｅ
   Ｇ０１Ｎ  27/26    ３３１Ｋ
   Ｇ０１Ｎ  27/26    ３１５Ｈ

【手続補正書】
【提出日】平成25年4月26日(2013.4.26)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流体試料中の被検体を検出するマイクロ流体装置であって、
　第一方向軸を備える分離流路を有する分離媒体と、
　第二方向軸を備える標識流路を有する結合媒体であって、前記結合媒体は前記分離媒体
と流体連絡している、結合媒体と、を含み、
　前記マイクロ流体装置は、２つ以上の方向的に異なる流動場に試料を曝すように構成さ
れている、マイクロ流体装置。
【請求項２】
　前記２つ以上の方向的に異なる流動場は、２つ以上の方向的に異なる電場を含む、請求
項１に記載のマイクロ流体装置。
【請求項３】
　前記分離媒体はポリマーゲルを含む、請求項１又は２に記載のマイクロ流体装置。
【請求項４】
　前記結合媒体は、担体と安定的に会合した結合メンバーを含む、請求項１から３のいず
れか一項に記載のマイクロ流体装置。
【請求項５】
　前記担体は膜を含む、請求項４に記載のマイクロ流体装置。
【請求項６】
　前記担体はポリマーゲルを含む、請求項４に記載のマイクロ流体装置。
【請求項７】
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　前記結合メンバーは、タンパク質またはその結合断片を含む、請求項４から６のいずれ
か一項に記載のマイクロ流体装置。
【請求項８】
　前記タンパク質は抗体である、請求項７に記載のマイクロ流体装置。
【請求項９】
　前記被検体は蛍光標識を含む、請求項１から８のいずれか一項に記載のマイクロ流体装
置。
【請求項１０】
　前記第二方向軸は前記第一方向軸に対して直交している、請求項１から９のいずれか一
項に記載のマイクロ流体装置。
【請求項１１】
　前記マイクロ流体装置は、前記分離媒体および前記結合媒体を収容するチャンバを含む
、請求項１から１０のいずれか一項に記載のマイクロ流体装置。
【請求項１２】
　流体試料中の被検体を検出する方法において、
　（ａ）２つ以上の方向的に異なる流動場に試料を曝すように構成されているマイクロ流
体装置内に前記流体試料を導入するステップであって、前記マイクロ流体装置は、
　　（ｉ）第一方向軸を備える分離流路を有する分離媒体と、
　　（ｉｉ）第二方向軸を備える標識流路を有する結合媒体であって、前記結合媒体は前
記分離媒体と流体連絡している、前記結合媒体とを含む、ステップと、
　（ｂ）分離試料を生成するために前記分離媒体を通るように前記試料を配向するステッ
プと、
　（ｃ）前記分離試料中の前記被検体を検出するステップと、を含む方法。
【請求項１３】
　前記２つ以上の方向的に異なる流動場は、２つ以上の方向的に異なる電場を含む、請求
項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　前記方法は前記分離試料を前記結合媒体に移送するステップを含む、請求項１２又は１
３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記方法は、結合メンバーを前記分離試料に移送するステップを含む、請求項１２から
１４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１６】
　前記試料を配向するステップに先立って、前記試料を濃縮するステップをさらに含む、
請求項１２から１５のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１７】
　前記方法は診断方法である、請求項１２から１６のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１８】
　前記方法は検証方法である、請求項１２から１６のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１９】
　流体試料中の被検体を検出するシステムにおいて、
　（ａ）２つ以上の方向的に異なる流動場に試料を曝すように構成されているマイクロ流
体装置であって、
　　（ｉ）第一方向軸を備える分離流路を有する分離媒体と、
　　（ｉｉ）第二方向軸を備える標識流路を有する結合媒体であって、前記結合媒体は前
記分離媒体と流体連絡している、結合媒体と、を含むマイクロ流体装置と、
　（ｂ）検出器と、を含むシステム。
【請求項２０】
　前記２つ以上の方向的に異なる流動場は、２つ以上の方向的に異なる電場を含む、請求
項１９に記載のシステム。
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【請求項２１】
　前記検出器は、光電子増倍管、電荷結合素子、強化電荷結合素子、相補型金属酸化物半
導体センサー、視感色彩読み取り、またはフォトダイオードである、請求項１９又は２０
に記載のシステム。
【請求項２２】
　前記マイクロ流体装置を通じて流体を配向するように構成されているマイクロ流体素子
をさらに含む、請求項１９から２１のいずれか一項に記載のシステム。
【請求項２３】
　（ａ）２つ以上の方向的に異なる流動場に試料を曝すように構成されているマイクロ流
体装置であって、
　　（ｉ）第一方向軸を備える分離流路を有する分離媒体と、
　　（ｉｉ）第二方向軸を備える標識流路を有する結合媒体であって、前記結合媒体は前
記分離媒体と流体連絡している、結合媒体と、を含むマイクロ流体装置と、
　（ｂ）緩衝液と、を含むキット。
【請求項２４】
　前記２つ以上の方向的に異なる流動場は、２つ以上の方向的に異なる電場を含む、請求
項２３に記載のキット。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５１】
　特定の実施形態において、マイクロ流体装置は、１ｃｍから５ｍｍを含む、５ｃｍから
５ｍｍなど、１０ｃｍから１ｍｍの範囲の幅を有する。場合により、マイクロ流体装置は
、１０ｃｍから５ｍｍ、または１ｃｍから５ｍｍを含む、５０ｃｍから１ｍｍなど、１０
０ｃｍから１ｍｍの範囲の長さを有する。特定の態様において、マイクロ流体装置は、た
とえば１０ｃｍ２以下、または５ｃｍ２以下、または３ｃｍ２以下、または１ｃｍ２以下
、または０．５ｃｍ２以下、または０．２５ｃｍ２以下、または０．１ｃｍ２以下など、
５０ｃｍ２以下を含む、１００ｃｍ２以下など、１０００ｃｍ２以下の面積を有する。
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